
 

 

第一六二回 

衆第一○号 

   半島振興法の一部を改正する法律案 

 半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）の一部を次のように改正する。 

 第一条中「地域住民の生活の向上と」を「半島地域の自立的発展及び地域住民の生活

の向上並びに」に改める。 

 第四条第一項中「の各号」を削り、同項第八号を同項第十号とし、同項第七号の次に

次の二号を加える。 

 八 国内及び国外の地域との交流の促進に関する事項 

 九 水害、風害、地震災害（地震に伴い発生する津波等により生ずる被害を含む。）

その他の災害を防除するために必要な国土保全施設等の整備に関する事項 

 第十三条中「向上」の下に「、産業の振興、医療及び教育の充実」を、「円滑化及

び」の下に「高度情報通信ネットワークその他の」を加え、同条の次に次の一条を加え

る。 

 （農林水産業の振興） 

第十三条の二 国及び地方公共団体は、半島振興対策実施地域の特性に即した農林水産

業の振興を図るため、生産基盤の強化、地域特産物の開発並びに流通及び消費の増進、

鳥獣による被害の防止並びに観光業との連携の推進について適切な配慮をするものと

する。 

 第十五条の次に次の一条を加える。 

 （地域間交流の促進） 

第十五条の二 国及び地方公共団体は、半島地域には優れた自然の風景地、半島地域に

おいて伝承されてきた文化的所産等の観光資源が存すること等の特性があることにか

んがみ、半島振興対策実施地域の活性化に資するため、観光その他の半島振興対策実

施地域と国内及び国外の地域との交流の促進について適切な配慮をするものとする。 

 第十七条中「製造の事業」の下に「又は旅館業（下宿営業を除く。）」を加え、「工

場用の」を削る。 

 附則第二項中「平成十七年三月三十一日」を「平成二十七年三月三十一日」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成十七年四月一日から施行する。ただし、附則第二項の改正規

定及び附則第三条から第五条までの規定は、公布の日から施行する。 

 （災害対策基本法の一部改正） 

第二条 災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二十三号）の一部を次のように改正

する。 

  第四十一条第七号の次に次の一号を加える。 



 

 

  七の二 半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）第三条第一項に規定する半島振

興計画 

 （総務省設置法の一部改正） 

第三条 総務省設置法（平成十一年法律第九十一号）の一部を次のように改正する。 

  附則第二条第二項の表平成十七年三月三十一日の項を次のように改める。 

平成十七年三月三十一日 振興山村（山村振興法（昭和四十年法律第六十

四号）第七条第一項に規定する振興山村をい

う。）の振興に関する総合的な政策の企画及び

立案並びに推進に関すること。 

  附則第二条第二項の表に次のように加える。 

平成二十七年三月三十一日 半島振興対策実施地域（半島振興法（昭和六十

年法律第六十三号）第二条第一項に規定する半

島振興対策実施地域をいう。）の振興に関する

総合的な政策の企画及び立案並びに推進に関す

ること。 

 （農林水産省設置法の一部改正） 

第四条 農林水産省設置法（平成十一年法律第九十八号）の一部を次のように改正する。 

  附則第三項の表平成十七年三月三十一日の項を削り、同表に次のように加える。 

平成二十七年三月三十一日 半島振興対策実施地域（半島振興法（昭和六十

年法律第六十三号）第二条第一項の半島振興対

策実施地域をいう。）の振興に関する総合的な

政策の企画及び立案並びに推進に関すること。 

 （国土交通省設置法の一部改正） 

第五条 国土交通省設置法（平成十一年法律第百号）の一部を次のように改正する。 

  附則第二条第一項の表平成十七年三月三十一日の項を次のように改める。 

平成十七年三月三十一日 振興山村（山村振興法（昭和四十年法律第六十

四号）第七条第一項に規定する振興山村をい

う。以下同じ。）の振興に関する総合的な政策

の企画及び立案並びに推進に関すること。 

  附則第二条第一項の表に次のように加える。 

平成二十七年三月三十一日 半島振興対策実施地域（半島振興法（昭和六十

年法律第六十三号）第二条第一項に規定する半

島振興対策実施地域をいう。以下同じ。）の振

興に関する総合的な政策の企画及び立案並びに

推進に関すること。 

  附則第五条の表平成十七年三月三十一日の項を次のように改める。 

平成十七年三月三十一日 山村振興法 

  附則第五条の表に次のように加える。 

平成二十七年三月三十一日 半島振興法 

  附則第十条第一項の表平成十七年三月三十一日の項を次のように改める。 

平成十七年三月三十一日 振興山村の振興に関する総合的な政策に係る計



 

 

画に関する調査及び調整その他当該計画の推進

に関する事務 

  附則第十条第一項の表に次のように加える。 

平成二十七年三月三十一日 半島振興対策実施地域の振興に関する総合的な

政策に係る計画に関する調査及び調整その他当

該計画の推進に関する事務  



 

 

     理 由 

 最近における半島地域の社会経済情勢にかんがみ、引き続きこの地域の振興を図るた

め、半島振興法の有効期限を十年延長するとともに、半島振興計画の内容を拡充するほ

か、半島振興対策実施地域に係る農林水産業の振興、地域間交流の促進等に関する規定

を整備する等この地域の振興のため必要な措置を講ずる必要がある。これが、この法律

案を提出する理由である。 



 

 

   本案施行に要する経費 

 本案施行に要する経費としては、平年度約三十億円の見込みである。 


